（釜石市）指導監査資料

別紙様式

	令和7年度


社会福祉法人
指導監査資料
	法人名
	

	指導監査

実施年月日
	令和　　年　　月　　日


１　法人の概況
	法人名
	社会福祉法人

（ふりがな）


	代表者職・氏名
	（ふりがな）

	主たる事務所の
所在地
	

	認可年月日
（認可番号）
	
	設立登記年月日
	

	法人の行う
事業等
	１　実施事業

(1)　社会福祉事業

事業開始年月日

施設・事業種別

施設名・指定事業所名

定員

第一種社会福祉事業

第二種社会福祉事業

(2)　公益事業及び収益事業

事業開始年月日

事業種別

事業所名・商号等

定員・規模

公益事業

収益事業

　(3)　その他　　※注１
　　　

２　主な経過　　※注２


	定款変更の状況
(前回監査以降)

※注３
	　　　年　月　日
第　　号認可(届出)

(主な変更内容)

　年　月　日登記
	　　　年　月　日
第　　号認可(届出)

(主な変更内容)

　年　月　日登記
	　　年　月　日
第　　号認可(届出)

(主な変更内容)

　年　月　日登記
	　　年　月　日
第　　号認可(届出)

(主な変更内容)

　年　月　日登記


（注）１　「法人の行う事業等」の「１（3）その他」欄は、定款未記載事項を実施している場合又は定款記載事項を未実施
の場合に、その現況と定款変更申請予定等について記載すること。
２　「法人の行う事業等」の「2 主な経過」欄には、役員定数の改正や施設の定員変更等、法人運営上の主要な経過を
記載すること。

３　「定款変更の状況」欄には当該変更に係る登記年月日を記載すること。

２　理事・監事・評議員の状況　
(1)役員（理事、監事）の状況　※注1
定款上の定数　（理事：　　人，監事：　　人）　[令和　　年　　月　　日現在]　※本表は監査直近月の最新の状況を記載すること。
	役職名

※注２
	氏　　名


	年齢
	職業・会社名等

（具体的に）

※注３
	役員の資格要件（該当に○）※注４
	現任期
令和　年　月　日
～

令和　年度 

定時評議員会終結時まで

※注５
	社会福祉
事業の

経験年数

※注６
	役員報酬
（手当）

支給額
（円）

※注７
	親族等，特殊

関係の有無

※注８

	
	
	
	
	①
	②
	③
	④
	⑤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)　１　本表は，役員（理事，監事）についてのみ記載し，評議員については記載を要しないこと。
　　　２　「役職名」欄には，「理事長」「業務執行理事」「理事」「監事」を区分して記載すること。

３　「職業，会社名等」欄は，具体的に記入し，公職にある者は，公職名も記載すること。

（例）｢○○医院院長｣｢○○会社社長・○○市市議会議員｣｢○○老人ホーム園長｣「民生委員，児童委員｣｢元○○市○○部長｣｢○○会計事務所税理士｣等

　　　４　「役員の資格要件等」欄は，以下を参考に該当するものに○を付けること。（理事は①～③，監事は④～⑤に該当すること。）

　　　　　　【理事】①社会福祉事業の経営に関する識見を有する者　②当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者　③施設の管理者

　　　　　　【監事】④社会福祉事業について識見を有する者　⑤財務管理について識見を有する者

　　　５　「現任期」欄は，「令和○年○月○日～令和○年度」と記載すること。「定時評議員会終結時まで」の記載は省略して良い。

６　「社会福祉事業の経験年数」欄は，社会福祉法第2条に定める社会福祉事業に携わった経験年数を記載すること。

　　　　　　〔第2条に定める事業（例）〕「○○保育園園長」「○○特別養護老人ホーム生活相談員」等

　　　７　「役員報酬（手当）支給額」欄は，令和6年度の総支給額を記載し、理事会及び監事監査（出納調査を含む）への出席報酬も含むこと。
　　　　　なお、法人が設置する施設の職員である理事の場合、給与の額は記載しないこと。
　　　８　「親族等特殊関係の有無」欄は，各役員又は各評議員について親族等の特別の関係者がいる場合に「有」と記載するとともに，その関係を記載すること。

（例）「理事○○の長男」「理事長の妻」「理事○○の会社役員」等

　　　９　行が不足する場合は,適宜行を追加すること。
(2)評議員の状況　※注１
定款上の定数　（評議員：　　人）　[令和　　年　　月　　日現在]　※本表は監査直近月の最新の状況を記載すること。
	氏　　名
	年齢
	職業・会社名等
（具体的に）

※注２
	現任期
令和　年　月　日
～

令和　年度 

定時評議員会終結時まで

※注３
	社会福祉

事業の

経験年数

※注４
	報酬（手当）

支給額
（円）

※注５
	親族等，特殊関係の有無

※注６

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１ 本表は，評議員について記載すること。

　　  ２ 「職業・会社名等」欄は，具体的に記入し，公職にある者は公職名も記載すること。

（例）｢○○医院院長｣｢○○会社社長・○○市市議会議員｣｢○○老人ホーム園長｣｢農業委員，民生委員｣｢○○社会福祉協議会会長｣｢○○会計事務所所長｣等
　　　３　「現任期」欄は，「令和○年○月○日～令和○年度」と記載すること。「定時評議員会終結時まで」の記載は省略して良い。

４ 「社会福祉事業の経験年数」欄は，社会福祉法第2条に定める事業に携わった経験年数を記載すること。
　　　　　〔第2条に定める事業（例）〕「○○保育園園長」「○○特別養護老人ホーム生活相談員」等
５ 「報酬（手当）支給額」欄は，令和6年度の総支給額を記載すること。

６ 「親族等，特殊関係の有無」欄は，各評議員又は各役員について親族等の特別の関係者がいる場合に「有」と記載するとともに，その関係を記載すること。
７ 行が不足する場合は,適宜行を追加すること。
３　理事会・評議員会の開催状況（前回監査以降、今回監査直近時まで）
　(1)　理事会開催状況
	開催年月日
	出席者数

／総数
	議題
	欠席者氏名
	監事出席の有無

（出席者氏名）

	
	／
	
	
	

	
	／
	
	
	

	
	／
	
	
	

	
	／
	
	
	

	
	／
	
	
	


（注）決議の省略を行った理事会についても記載すること。
　(2)　評議員会開催状況
	開催年月日
	出席者数

／総数
	議題
	欠席者氏名
	監事出席の有無

（出席者氏名）

	
	／
	
	
	

	
	／
	
	
	

	
	／
	
	
	


（注）決議の省略を行った評議員会についても記載すること。
４　評議員選任・解任委員会の開催状況（前回監査以降、今回監査直近時まで）
	開催年月日
	出席者数

／総数
	議題
	欠席者氏名
	監事出席の有無

（出席者氏名）

	
	／
	
	
	


５　監査の状況（前回監査以降、今回監査直近時まで。出納調査を含む。）

(1) 監事監査の実施状況

	監　査

年月日

・時間
	監査実施者名
	監査結果の内容及び指示・指摘事項
	改善状況
	今後の改善計画

	
	
	
	
	


(2) 自主的内部点検の実施状況

	監　査

年月日

・時間
	実施者職氏名
	点検内容及び指示事項
	改善状況
	今後の改善計画

	
	職名
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　上記(1)及び(2)の「監査年月日・時間」欄には、監査の開始時間と終了時間を「○：○○～○：○○」のように
記載すること。
２　監査及び内部点検の内容及び指示事項等は、具体的に記載すること。

６　資産（土地・建物）等の状況　　※注１、注３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[令和　　年　　月　　日現在] 

※本表は監査直近月末現在で作成すること。
	区　　分
	所在地
（登記事項証明書と同様の記載とすること。）
	地目、

構造及

び用途
	面　　積
	取　得

（建設）

年月日
	担保提供の状況
	抵当権

設　定

年月日

	
	
	
	定款

㎡
	登記簿

㎡
	
	提供の

有無
	提供先
	所轄庁

の承認

の有無
	

	1 基本財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2 運用財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3 公益事業用財産等
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4 借地等
※注２
	
	
	
	
	契約書
	相手方
	利用権登記
	借地料年　額
	支払区分

	
	
	
	
	
	有
	無
	
	有
	無
	
	本部
	施設

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	《借地に係る利用権を設定していない理由》


（注）

１　土地及び建物はそれぞれ１筆、１棟ごとに記載すること。

２　借地等については、法人及び施設で使用している全てを

　記載すること。

３　土地及び建物の配置状況が分かる図面を添付すること。

７　借入金の状況　　※注１
[令和6年度末現在]

	借入先
	理事会の承

認の有無・

承認年月日※注２
	借入目的

※注３
	借入金額
	契　約

年月日
	借入

期間
	利率
	現在残高
	年

度
	年間償還額※注４
	償還額の財源内訳※注４

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	元金
	利息
	合計
	県・市

補助金
	役　員

寄　附
	民改費

繰　入
	特別会計

繰　入
	施設会計

運用収入繰入
	その他
	合計

	
	
	
	円
	
	年
	％
	円
	令和
4
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和
5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和
4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和

5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和
4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和

5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和
4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和

5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	令和
4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	令和

5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　本表に記載する借入金は、施設整備資金に限らず、つなぎ資金・経営資金等を含むこと。また、借入先は、金融機関に限らず、役員等個人からの借入金についても記載
すること。
２ 「理事会の承認の有無・承認年月日」欄は、借入に係る理事会の承認（議決）の有無及び当該借入を承認した理事会開催年月日を記載すること。

３ 「借入目的」欄は、複数の事業を実施している場合には、「○○施設の○○のため」等具体的に記載すること。

４ 「年間償還額」及び「償還額の財源内訳」欄には、上段に令和6年度実績、下段に令和7年度予定額を記載すること。

８　本部における拠点区分（サービス区分）からの借入状況　　※措置等施設を経営する法人のみ
	借入年月日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日

	借入金額
	円
	円
	円

	借入理由
	
	
	

	返済状況
	完済　・　未済
	完済　・　未済
	完済　・　未済

	未済の場合の残額
	円
	円
	円


（注）１　令和6年度中の借入（完済を含む）及び令和5年度以前の借入であって令和6年度末に未済であるものを
記載すること。
２　令和6年度末で未済がある場合は、その具体的返済計画を記載すること。
	返済計画


９　拠点区分（サービス区分）から本部等への繰入状況（令和6年度）　
※措置等施設を経営する法人のみ
	区分
	繰入金を発生させた施設経理区分
	計

	
	
	
	
	

	運営費（措置費）からの繰入額
	円
	円
	円
	円

	※うち民改費管理費加算(２％)相当額【注1】
	円
	円
	円
	円

	運用収入からの繰入額
	円
	円
	円
	円

	※うち収入決算額の事務費（人件費・管理費）相当額から生じた運用収入　　　　【注2】
	円
	円
	円
	円

	小　　　　　　計
	円
	円
	円
	円

	前期末支払資金残高の取崩からの繰入額
	円
	円
	円
	円

	合　　　　　　計
	円
	円
	円
	円


（注）　「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」（H16.3.12厚生労働省関係局関
係課長連名通知）における「問5」に該当する場合には、【注1】及び【注2】を記載すること。
10　寄附金の状況
(1) 役職員の寄附の状況　　　　　　　　　　　　　　　　※本表は監査直近月末現在で作成すること。
	役職名
	氏名
	令和6年度
	令和7年度
	寄附理由

	
	
	本部経理区分
で受入れ
	施設経理区分
で受入れ
	本部経理区分
で受入れ
	施設経理区分
で受入れ
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	


（注）１　役職員とは、当該法人の役員及び施設職員とし、金額の多少にかかわらず当該法人又は施設に寄附している額
を記載すること。

２　職員からの寄附については、「寄附理由」欄に寄附の理由を具体的に記載すること。

(2) 一般の寄附の状況（役職員除く）　※注1　　　　　　※本表は監査直近月末現在で作成すること。
	区分
	令和6年度
	令和7年度
	寄附理由

	
	本部経理区分

で受入れ
	施設経理区分

で受入れ
	本部経理区分

で受入れ
	施設経理区分

で受入れ
	

	
	人数
	金額
	人数
	金額
	人数
	金額
	人数
	金額
	

	
	人
	円
	人
	円
	人
	円
	人
	円
	

	（うち取引業者）
	(   )
	(       )
	(   )
	(       )
	(   )
	(       )
	(   )
	(       )
	

	業者
※注２
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者
 ※注３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者の家族※注３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者の遺族※注３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　寄附物品については、収入計上したものについて、各欄の下段に（　）書きで別掲とすること。
２ 「業者」の欄（企業・商店等）については、業者のうち施設整備及び運営等について直接施設と取引関係がある
業者については上段に（　）書で再掲とすること。

３　利用者及び利用者の家族（遺族）からの寄附については、「寄附理由」欄にその内容を記載すること。
(3) 寄附金関係帳簿等の整備状況　
	帳簿等
	整備状況
	〔未整備の場合、その理由〕

	寄附申込書
	有・無
	

	寄附受領書の交付
	有・無
	

	寄附金台帳
	有・無
	

	
	
	


（注）　「整備状況」欄に「無」の帳簿等がある場合は、「理由」欄に未整備の理由を記入すること。
11　工事の実施状況及び高額物品の購入状況
(1) 工事の実施状況（前回監査以降に実施した工事（実施中のものを含む）について記載のこと）
	工事名
	工事金額（円）
	工期
	契約方法
	指名

（見積）
業者数
	契約書

の有無
	工事事務の状況
	備考

	
	
	
	入札
	随意契約
	
	有
	無
	実施伺い又は契約伺い年月日
年月日
	左の決裁者
職・氏名
	予定価格・

その決定根拠
	左の作成者
職・氏名
	完成確認年月日
確認者職・氏名
	支払年月日
	

	
	
	・　・

～

・　・
	一般

指名


	不落

その他


	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）


	予定価格

根拠

・設計業者見積り

・建設業者見積り

・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）


	（職）

（氏名）


	・　・
	

	
	
	・　・

～

・　・
	一般

指名


	不落

その他


	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）


	予定価格

根拠

・設計業者見積り

・建設業者見積り

・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）


	（職）

（氏名）


	・　・
	


(2) 高額物品の購入状況（前回監査以降に購入した高額物品（1件1,000千円超）について記載のこと）
	物品名
	購入金額（円）
	納期限
	契約方法
	指名

（見積）
業者数
	契約書

の有無
	購入事務の状況
	備考

	
	
	
	入札
	随意契約
	
	有
	無
	実施伺い又は契約伺い年月日
年月日
	左の決裁者
職・氏名
	予定価格・

その決定根拠
	左の作成者
職・氏名
	納入確認年月日
確認者職・氏名
	支払年月日
	

	
	
	・　・
	一般

指名


	不落

その他


	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）


	予定価格

根拠

・納入業者見積り

・カタログ価格（定価）

・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）


	（職）

（氏名）


	・　・
	

	
	
	・　・
	一般

指名


	不落

その他


	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）


	予定価格

根拠

・納入業者見積り

・カタログ価格（定価）

・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）


	（職）

（氏名）


	・　・
	

	
	
	・　・
	一般

指名


	不落

その他


	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）


	予定価格

根拠

・納入業者見積り

・カタログ価格（定価）

・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）


	（職）

（氏名）


	・　・
	


（注）１　本表は、実施中の工事を含む。
２ 「契約方法」、「契約書の有無」及び「予定価格・その決定根拠」の欄には、該当する項目に「○」を記載すること。

12　その他
　(1) 外部監査の実施状況
	実施時期
	対象施設等
	実施者
	指摘の

有無
	指摘がある場合の指摘内容及び改善状況

	　　　年　月　日
	
	
	有・無
	


　（注）１　記載すべき外部監査の範囲は、公認会計士法に基づく監査のほか、公認会計士・監査法人・税理士が行う会計
管理体制の整備状況の点検等を含むこと。
　　　　２　外部監査結果報告書（写し）を添付すること（既に、所轄庁に提出済の場合は省略可）。

　　　　３　指摘がある場合の当該指摘に対する改善計画書を添付すること（既に、所轄庁に提出済の場合は省略可）。

　(2) 苦情解決への取組状況

	実施体制
	苦情解決責任者
	配置の有無
	有・無
	〔所属・職・氏名〕

	
	苦情受付担当者
	施設等ごとの

配置の有無
	有・無
	〔所属・職・氏名〕

	
	第三者委員
	配置の有無
	有・無
	・設置人数　　〔　　　人〕
・委員の任期の有無　　〔有・無〕

	利用者等への制度の周知等
	制度の周知の

対象者
	利用者・利用者の家族（保護者）・その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	他の相談等機関

の周知
	岩手県福祉サービス運営適正化委員会・国民健康保険団体連合会（介護保険関係）

	
	周知の方法
	広報誌配付・ＨＰ掲載・説明会開催・その他（　　　　　　　　　　　　）

	苦情解決結果

の公表
	結果の公表

の有無
	有・無
	公表方法
	広報紙・ＨＰ掲載・その他（　　　　　　　）


　（注）１　各項目の「有・無」欄は、該当するものを○で囲むこと。
　　　　２ 「利用者等への制度の周知等」及び「苦情解決結果の公表」の各欄は、該当するものを○で囲むか又は具体的内
容を記載すること。

　　　　３ 「利用者等への制度の周知等」の「他の相談等機関の周知」欄は、利用者や家族に対して、岩手県福祉サービス
運営適正化委員会及び介護保険事業における国民健康保険団体連合会についても周知している場合に、当該項目
を○で囲むこと。

　(3) 福祉サービス第三者評価の受審状況
	受審年月日
	受審施設等（評価機関名）
	結果公表

の有無
	公表方法

	　　　年　月　日
	
	有・無
	

	　　　年　月　日
	
	有・無
	

	　　　年　月　日
	
	有・無
	


　（注）１　同一施設で複数回受審している場合には、直近の受審実績により記載すること。
　　　　２　複数の施設の受審実績がある場合には、全施設の受審状況を記載すること。
(4) 地域に開かれた事業運営の状況
　　① 福祉関係養成校等研修生等の受入状況

	
	福祉関係養成校等研修生
	介護相談員
	ボランティア

	受入実人員
	令和4年度　　　　 人
	令和4年度　　　　 人
	令和4年度　　　　 人

	
	令和5年度　　　　 人
	令和5年度　　　　 人
	令和5年度　　　　 人

	
	令和6年度　　　　 人
	令和6年度　　　　 人
	令和6年度　　　　 人

	受入延人員
※注１
	令和4年度　　　　 人
	令和4年度　　　　 人
	令和4年度　　　　 人

	
	令和5年度　　　　 人
	令和5年度　　　　 人
	令和5年度　　　　 人

	
	令和6年度　　　　 人
	令和6年度　　　　 人
	令和6年度　　　　 人

	受入体制
受入方針の有無

ﾏﾆｭｱﾙ等の有無

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの有無

※注２
	
	
	


　　　　（注）１ 「受入延人員」欄は、個々人ごとの受入日数の総計により記載すること。
　　　　　　　２ 「受入体制」欄は、それぞれの受入れに当たっての、基本姿勢の有無、マニュアルやプログラムの有無の
ほか、円滑な受入れのために工夫している点などを記載すること。

　　② 地域との交流の状況

	
	施設内行事等への受入れ
	地域行事等への参加

	行事等の内容及び

参加人員等
	令和4年度
	令和4年度

	
	令和5年度
	令和5年度

	
	令和6年度
	令和6年度


　　　　（注）１　参加人員は、「施設内行事への受入れ」の場合は外部からの受入人員を、「地域行事への参加」の場合
は施設からの参加人員をそれぞれ行事等ごとに記載すること。
　　　　　　　２　行事等のほか、地域の福祉関係者や市民団体との交流に関する取組みを行っている場合には記載するこ
と。

　(5) 先駆的な社会貢献活動への取組状況

	地域の様々な福祉需要に対応した制度外の公益的な活動の実施状況

	令和4年度

	令和5年度

	令和6年度


　（注）　１　記載の対象は、法人が地域のニーズに応じて、自主的に公益的な制度外の活動（事業）を行っているもので
あり、正規に法人の事業計画に盛り込み、一定のルールに基づいて継続的に実施しているものであること。
　　　　　２　事業計画及び事業報告等、取組みの概要資料がある場合には添付すること。
13　添付資料
	№
	書　　類　　名
	備　　考

	1
	定款
	

	2
	定款細則
	

	3
	法人登記簿謄本の写し
	

	4
	基本財産である土地及び建物の登記簿謄本の写し（直近）
	

	5
	建物の敷地が借地である場合は、その土地の登記簿謄本の写し（直近）
	

	6
	経理規程
	

	7
	資金収支計算書
	第一号第一、二、三、四様式（省略できる様式有）

	8
	事業活動計算書
	第二号第一、二、三、四様式（省略できる様式有）

	9
	貸借対照表
	第三号第一、二、三、四様式（省略できる様式有）

	10
	計算書類の注記（法人全体用）
	別紙1

	11
	計算書類の注記（拠点区分用）
	別紙2

	12
	附属明細書
	借入金明細書
	別紙3 ①

	
	
	寄附金収益明細書
	別紙3 ②

	
	
	補助金事業等収益明細書
	別紙3 ③

	
	
	事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
	別紙3 ④

	
	
	事業区分間及び拠点区分間貸付金残高明細書
	別紙3 ⑤

	
	
	基本金明細書
	別紙3 ⑥

	
	
	国庫補助金等特別積立金明細書
	別紙3 ⑦

	
	
	基本財産及びその他の固定資産の明細書
	別紙3 ⑧

	
	
	引当金明細書
	別紙3 ⑨

	
	
	拠点区分資金収支明細書
	別紙3 ⑩

	
	
	拠点区分事業活動明細書
	別紙3 ⑪

	
	
	積立金・積立資産明細書
	別紙3 ⑫

	
	
	サービス区分間繰入金明細書
	別紙3 ⑬

	
	
	サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
	別紙3 ⑭

	
	
	就労支援事業関係の明細書
	別紙3 ⑮～⑱

	13
	財産目録
	別紙4

	14
	預金残高証明書（令和6年度末と監査前月末分）
	

	15
	貸付残高証明書（令和6年度末と監査前月末分）
	

	16
	借入金償還計画
	

	17
	予算書（令和7年度当初予算）
	

	18
	固定資産管理台帳
	

	19
	事業未収金（令和6年度末）一覧表
	

	20
	未収補助金（令和6年度末）一覧表
	

	21
	未払金（令和6年度末）一覧表
	

	22
	預り金関係（令和6年度末）一覧表
	

	23
	社会福祉充実残額算定シート
	

	24
	社会福祉充実計画
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